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1. 調査⽬的 
 本調査は、2016 年の公職選挙法改正により、選挙権年齢が 18 歳以上に引き下げられ、また、18
歳成⼈も実現しようとしている現代において、⾃治体が⼦ども・若者の声をどのように受け⽌め、
まちづくりに⽣かしているのかを明らかにすることを⽬的としている。 
 
2. 調査項⽬ 

1. ⼦ども議会・若者議会の取り組み状況 
2. 事業の取り組み概要 

(ア) 事業名 
(イ) 事業の開始年及び終了年 
(ウ) 募集⽅法 
(エ) 参加⼈数及び定員⼈数 
(オ) 事業年度内のなかでの実施回数 
(カ) 条例及び要綱の有無 

3. 事業の⽬的 
4. 会議録及び報告書の有無 
5. ⼦ども議会・若者議会の提案・提⾔への対応 

(ア) ⼦ども議会・若者議会の提案・提⾔を実現する場合の予算の有無及び⾦額 
(イ) ⼦ども議会・若者議会の提案・提⾔によって実現の有無及びその数 
(ウ) ⼦ども議会・若者議会の提案・提⾔によって実現した事業の内容 

 
3. 調査概要 
◯調査期間 2018 年 8 ⽉ 17 ⽇から 9 ⽉ 15 ⽇まで 
 
◯調査対象 

□対象⾃治体：全国 1,741 の市区町村 （市 772、特別区 23、町 743、村 183） 
（平成 29 年 7 ⽉時点での地⽅公共団体情報システム機構の地⽅公共団体コードで確認できた市区町村） 

 

□対象事業：調査対象となる事業は、10 から 30 歳までの⼦ども・若者を対象に含んだ「⼦ども議会
（会議）」「若者議会（会議）」など、継続的に⼦ども・若者による会議体。（例えば、「⼦ども議会」や

「若者議会」のほかに、「⼦ども未来委員会」「⼦ども実⾏委員会」なども対象に含んでいる。） 

 
◯調査の対象とした事業 
10~30 歳までの⼦ども・若者を対象に含んだ「⼦ども議会（会議）」「若者議会（会議）」など、継続的
に取り組んでいる⼦ども・若者による会議体。 
 
◯回 収 率 68.7%（1,196 ⾃治体） 
◯対象事業 1,238 事業（ひとつの⾃治体が複数の事業に取り組んでいるため回答⾃治体数よりも数が多い） 
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回収⾃治体の構成 

都道府県 
回答 

⾃治体数 
回収数の 

構成⽐（%） 
⾃治体数 

 

北海道 109 58.9% 185  奈良県 17 43.6% 39 

⻘森県 32 80.0% 40  和歌⼭県 20 66.7% 30 

岩⼿県 29 87.9% 33  ⿃取県 13 68.4% 19 

宮城県 22 62.9% 35  島根県 15 78.9% 19 

秋⽥県 17 68.0% 25  岡⼭県 22 81.5% 27 

⼭形県 29 82.9% 35  広島県 15 65.2% 23 

福島県 30 50.8% 59  ⼭⼝県 15 78.9% 19 

茨城県 37 84.1% 44  徳島県 18 75.0% 24 

栃⽊県 25 100.0% 25  ⾹川県 12 70.6% 17 

群⾺県 23 65.7% 35  愛媛県 14 70.0% 20 

埼⽟県 52 82.5% 63  ⾼知県 22 64.7% 34 

千葉県 33 61.1% 54  福岡県 35 58.3% 60 

東京都 38 97.4% 39  佐賀県 10 50.0% 20 

神奈川県 24 72.7% 33  ⻑崎県 14 66.7% 21 

新潟県 21 70.0% 30  熊本県 30 66.7% 45 

富⼭県 14 93.3% 15  ⼤分県 14 77.8% 18 

⽯川県 16 84.2% 19  宮崎県 20 76.9% 26 

福井県 8 47.1% 17  ⿅児島県 31 72.1% 43 

⼭梨県 14 51.9% 27  沖縄県 25 61.0% 41 

⻑野県 51 66.2% 77  

岐⾩県 22 52.4% 42  

静岡県 25 71.4% 35  

愛知県 43 79.6% 54  

三重県 22 75.9% 29  

滋賀県 13 68.4% 19  

京都府 19 73.1% 26  

⼤阪府 29 67.4% 43  

兵庫県 37 90.2% 41  
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4. ⽤語の定義 
【⼦ども】 
おおよそ 10 歳から 15 歳までの義務教育課程にある⼩学⽣及び中学⽣のものを「⼦ども」とする。 
 

【若者】 
おおよそ 15 歳から 30 歳までの⾼校⽣以上のものを「若者」とする。 
 

【まちづくり】 
「まちづくり」は、「町づくり」や「街づくり」とは異なり、都市計画・建築系、福祉系、防災系、観光

系など、幅広い分野でより広い概念として⽤いられることが多い。 
本稿における「まちづくり」は、市⺠参加のまちづくりの潮流を引き継ぐ、市⺠の主体的な活動のこと

を指している。そこで、⽥村（1987）の定義を参考に、「共同の場であるまちを、市⺠が共同してつくり
あげてゆく営み」を「まちづくり」と定義する。 
 
【⼦ども議会】 
地⽅⾃治体が主催し、おおよそ 10 歳から 15 歳までの義務教育課程にある⼩学⽣及び中学⽣が主体とな

って参加する会議体を「⼦ども議会」とする。⾃治体によって対象年齢や⽬的、事業名も異なっているこ
とから、広い定義設定とする。 
 

【若者議会】 
地⽅⾃治体が主催し、おおよそ 16 歳から 30 歳までの若者が主体となって参加する会議体を「若者議

会」とする。⾃治体によって対象年齢や⽬的、事業名も異なっていることから、広い定義設定とする。 
 

【「⼦ども」の表記について】 
「⼦ども」は、この他にも「⼦供」や「こども」と表記されることがある。本稿では、⽇本ユニセフ協

会が「国連⼦どもの権利条約」で「⼦ども」と表記していることを受け、「⼦ども」という表記を使⽤す
る。 
 

【「若者」の表記について】 
「若者」は、「⻘年」もしくは「⻘少年」とも表現されることがあるが、本稿では⼀貫して「若者」と

表記している。国レベルの政策のなかで、1990 年代頃までは「⻘少年」や「若者」が使⽤されることが
多かった。しかし、2000 年以降からは、2003 年に発表された「若者⾃⽴・応援プラン」を代表に、2010
年の「⼦ども・若者育成⽀援推進法」など、「若者」の表記が増えてきた。こうした時代の潮流も受け、
本稿も「若者」と表記する。なお、「若者」を使⽤することは、これまでの⻘少年政策へのオルタナティ
ブという含意もしている。 
 
 
 



 

 5 

調査結果 
I. 調査結果の概要 
1. 全国の取り組み状況 

まず、⼦ども議会・若者議会（類似する事業を含む）に取り組んでいるかを尋ねた結果、34.2%（409
⾃治体）の⾃治体が現在「取り組んでいる」と回答し、「過去に取り組んでいた」は 23.6%（282 ⾃治体）、
「取り組んでいない」は 42.2%（505 ⾃治体）となった（表Ⅰ-１）。全体の約６割の⾃治体が、⼦ども議
会・若者議会に「現在取り組んでいる」、もしくは「取り組んでいた」経験があり、全国的に⾼い割合で
浸透していることが明らかになった。 
 

表Ⅰ-１ ⼦ども議会・若者議会の実施状況 
 事業数 ⾃治体数 ⾃治体構成⽐（%） 

取り組んでいる 431 事業 409 ⾃治体 34. 2（%） 

過去に取り組んでいた 302 事業 282 ⾃治体 23.6（%） 

取り組んでいない 505 事業 505 ⾃治体 42.2（%） 

 
2. 都道府県別の取り組み状況 
 「取り組んでいる」⾃治体数が最も⼤きな割合となったのは、「⾹川県」で 75.0%となっている。次に
取り組む⾃治体数が多いのは、「茨城県」の 52.8%である。（図Ⅰ-１） 
 

 
図Ⅰ-１ 都道府県別の取り組み状況 
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3. ⾃治体の⼈⼝規模別の取り組み状況 
 ⾃治体の⼈⼝規模を 1 万⼈未満から 50 万⼈以上で 6 区分にし、⼈⼝規模別の取り組み状況をみると、
「取り組んでいる」「過去に取り組んでいた」で最も⼤きな割合だったのは、⼈⼝が「20 万⼈以上 50 万
⼈未満」のいわゆる中核市で、合わせて約 80%であった。しかし、「取り組んでいる」だけの割合で⾒る
と、「50 万⼈以上」と「5 万⼈以上 10 万⼈未満」の⼈⼝グループが⼤きな割合を占めており、それぞれ
45%を超えている。逆に最も取り組みが少ないのは、⼈⼝ 1 万⼈以下の⼈⼝グループで、「取り組んでい
る」は 23.2%、「過去に取り組んでいた」は 11.6%となった。（図Ⅰ-２） 
 

 
図Ⅰ-２ ⾃治体の⼈⼝規模と⼦ども議会・若者議会の取り組み状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 7 

4. 事業の開始年 
 事業の開始年は、2014 年から 2018 年までの直近の 5 年間で事業を開始した⾃治体が多く、右肩上が
りで増加していることがわかった。とくに 2016 年に事業を開始した市区町村が⾶び抜けて多く、80 ⾃
治体であった。なお、この数は累積ではなく、単年度のみで実施した⾃治体も含まれている。（図Ⅰ-３） 
 

 
図Ⅰ-３ 事業の開始年 
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5. 事業の担当部署 
 事業の担当部署は、「議会事務局」が最も多い 42.9%で、次に「教育委員会」で 27.0%であった。こ
のほかは、「総務系（選挙管理委員会を含む）」、「広報・公聴系」、「政策・企画系」、「まちづくり系」、
「市⺠協働系」など、幅広い分野が担当部署となっている。（図Ⅰ-４） 
 
 

 

図Ⅰ-4 事業の担当部署 
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II. 事業の実施⽅法 
 下記の項⽬では、「取り組んでいる」「過去に取り組んでいた」を選択した 687 ⾃治体の 733 事業
が分析の対象となっている。また、ほとんどの事業の事業年度は１年間となっていることから、⼦ども
議会・若者議会に関わる⼦ども・若者の任期は事業年度と同じ期間となっている。 
 
1. 募集⽅法 
 募集⽅法は「学校からの推薦」が最も多い 62.0%で、「公募」が 14.4%となっている。その他の回答
は、「学校の授業として実施」「⾃治会や⼦ども会からの推薦」「児童館で呼びかけ」もしくは「公募」
と「学校からの推薦」の両⽅などであった。（図Ⅱ-１ 事業の募集⽅法） 

 
図Ⅱ-１ 事業の募集⽅法 

 
 
2. 参加⼈数 
 参加⼈数は「10~20 名」がもっとも多い回答で 40.0%となり、「20~30 名（28.1%）」、「40 名以上
（16.5%）」、「30~40 名（11.1%）」、「10 名未満（4.3%）」と続いた（図表Ⅱ-２）。40 名以上の割合が 3
番⽬と⼤きいのは、先述したように学校の授業や全校⽣徒を対象に実施している⾃治体が複数あるため
である。 
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図Ⅱ-２ 事業の参加⼈数 

 
3. 実施回数 
 事業年度内での会議（もしくは議会）の実施回数は、半数以上が「1 回のみ（54.1%）」となってお
り、「２回」が 16.4%となっている。「それ以上（6 回以上）」は 9.5%で、実施回数が多い⾃治体では、
10 回程度実施している傾向があった。（図Ⅱ-３） 
 

 
図Ⅱ-３ １年度あたりの会議・議会の実施回数 

 
4. 事業の⽬的 
 事業の⽬的について、下記の 15 の選択肢から 5 つ以内で選択する⽅法で尋ねた。この 15 の選択肢は、
事前に 5 つの⽬的グループからそれぞれ 3 つずつを構成した内容となっている。 
 もっとも選択が多かった項⽬は、「3.⼦ども・若者の変化、育ち」のグループの「⾃分のまちに関⼼をも
ってもらう」で 503 事業（68.6%）だった。次に「2.⾏政、議会運営への理解」のグループで「議会、議
員の役割を知ってもらう」が 443 事業（60.4%）、「5.まちづくりとしての参加」のグループの「⼦ども・若
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者の意⾒でまちをより良くする」が 402 事業（54.8%）だった。 
 「⼦ども・若者同⼠の交流を促進する」「世代間交流を促進する」などの「⒋地域交流・地域愛の醸成」
グループは、それぞれ 70 事業（9.5%）と 9 事業（1.2%）と選択する市区町村は少なかった。 
 また、「⒌まちづくりとしての参加」グループの「⼦ども・若者の意⾒でまちをより良くする」は先述
したように多く選択されたにも関わらず、「⼦ども・若者にとって住みやすいまちをつくる」は 130 事業
（17.7%）、「⼦ども・若者の意⾒に⼤⼈が学ぶ」は 136 事業（18.6%）で、全体を⾒るとあまり⾼い割合
にならなかった。 
 
 

表Ⅱ-１ 事業の⽬的 

⽬的グループ ⽬的項⽬ 事業数 構成⽐（%） 

1.政治参加意識の醸成 投票率を向上させる 42 5.7% 

政治への参加意識を⾼める 356 48.6% 

⼦ども・若者の意⾒表明機会をつくる 273 37.2% 

2.⾏政、議会運営への理解 ⾃治体の政策に関⼼を持ってもらう 348 47.5% 

議会、議員の役割を知ってもらう 443 60.4% 

役所の役割を知ってもらう 169 23.1% 

3.⼦ども・若者の変化、育ち ⾃らの権利について気づく、学ぶ 56 7.6% 

⾃分のまちに関⼼を持ってもらう 503 68.6% 

⾃⼰肯定感を育む 28 3.8% 

4.地域交流・地域愛の醸成 地域愛着を育む 294 40.1% 

⼦ども・若者同⼠の交流を促進する 70 9.5% 

世代間交流を促進する 9 1.2% 

5.まちづくりとしての参加 ⼦ども・若者の意⾒でまちをより良くす
る 

402 
54.8% 

⼦ども・若者にとって住みやすいまちを
つくる 

130 
17.7% 

⼦ども・若者の意⾒に⼤⼈が学ぶ 136 18.6% 
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図Ⅱ-４ 事業の⽬的（事業数） 
 
 上記した⽬的グループ別で各市区町村の⽬的を集計すると下記のようなグラフになる。「2.⾏政、議会
運への理解」が 29.5%でもっとも⼤きな割合となった。次に、「1.政治参加意識の醸成」「5.まちづくり
としての参加」が、同程度で約 20%。「3.⼦ども・若者の変化と育み」が 18.0%で、「4.地域交流・地域
愛の醸成」が 11.4%ともっとも少ない結果になった。 
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図Ⅱ-５ ⽬的グループ別の事業の⽬的 
 

5. 活動内容 
 ⼦ども議会（会議）・若者議会（会議）に参加する⼦ども・若者が取り組む活動を、「学ぶ」「議論
する」「提案・提⾔する」「⾏動する」の４つの⼤項⽬に区分し、それぞれについて具体的な活動を⽰
す⼩項⽬を設定した。なお、対象となる 733 事業（現在「取り組んでいる」「過去に取り組んでいた」
事業の総数）が複数回答している。 
 ⼤項⽬別での活動を⾒ると、「提案・提⾔する」の活動に取り組む⾃治体がもっとも多く 85.9%とな
った。⾃治体によっては、⼦ども議会・若者議会の活動が、⼦ども・若者からのまちへの提案・提⾔の
みの場合もあった。また、「学ぶ」「議論する」の活動には 6 割から 7 割程度の⾃治体が取り組んでい
るが、「⾏動する」は全体の 14.1%と少ない結果となった。 
 ⼩項⽬別に⾒ていくと、「学ぶ」活動のなかでは、「⾃治体の政策に関する話を聞く」が 35.8%、「議会
に関する話を聞く」が 35.4%、「⾸⻑や議員の話を聞く」が 31.5%となっている。「フィールドワークを
⾏う」や「地域住⺠からヒアリングする」など、地域に実際に⼊る活動に取り組む⾃治体は 10％以下で
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全体の中では少なくなっている。 
 「議論する」活動では、「⼦ども・若者のまちに対する興味・関⼼について議論する」が 34.4％、「実際
に⾃治体で実施されている政策について議論する」が 20.3％、「⽤意されたテーマについて議論する」が
19.8％、「⾃治体職員と議論する」が 19.5％、「架空のテーマについて議論する」が 2.2％、「議員と議論
する」が 7.8％となっている。 
 「提案する・提⾔する」は、81.5%（589 事業）が⾃治体に、2.5%（18 事業）が⾃治体以外の組織（学
校、⺠間企業など）に提案・提⾔を⾏なっている。⾃治体以外の組織への提案・提⾔は 2.5%（18 事業）
で、電⾞の増便を求めて JR へ提⾔する例や、地元企業への商品開発の提案などが⾒られた。 
 「⾏動する」で、「提案・提⾔した活動を実際に⾏う」を選択したのは 10.7%（77 事業）であった。こ
の数は、「提案・提⾔する」の活動を⾏なっている事業のわずか 13%であり、ほとんどの事業では、提案・
提⾔のみで活動が完結することが明らかになった。 
  

表Ⅱ-２ 事業名で⼦ども・若者が取り組む活動 
大項目 事業数 構成比 

学ぶ 495事業 67.5% 

議論する 461事業 62.9% 

提案・提言する 622事業 84.9% 

行動する 103事業 14.1% 
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表Ⅱ-３ ⼦ども議会・若者議会で⼦ども・若者が⾏う活動 

大項目 小項目 事業数 全体に占める

割合 

学ぶ 

自治体の政策に関する話を聞く 259 35.8% 

議会に関する話を聞く 256 35.4% 

首長や議員の話を聞く 228 31.5% 

フィールドワークを行う 69 9.5% 

地域住民からヒアリングする 33 4.6％ 

本を読む 12 1.7％ 

その他 39 5.4％ 

議論する 

子ども・若者のまちに対する興味・関心について議論する 249 34.4% 

実際に自治体で実施されている政策について議論する 147 20.3% 

用意されたまちに関するテーマについて議論する 143 19.8% 

自治体職員と議論する 141 19.5% 

議員と議論する 56 7.7% 

架空のテーマについて議論する 16 2.2％ 

その他 30 4.2% 

提案・提

言する 

自治体に提案・提言する（一般質問も含む） 589 81.5% 

自治体以外の組織に提案・提言する 18 2.5% 

その他 16 2.2% 

行動する 
提案・提言した活動を実際に行う 77 10.7% 

既に実施されている地域活動に参加する 20 2.8% 

 
 
6. 条例・要綱の有無 
 事業に係る条例及び要綱の設置を⾏なっているのは 133 ⾃治体（18.4%）で、条例が 19 ⾃治体
（2.6%）、要綱が 114 ⾃治体（15.8%）となっている。 
 

表Ⅱ-４ 条例・要綱の設置⾃治体 

 
設置 

⾃治体数 
構成⽐ 
（%） 

条例 要綱 
設置 

⾃治体数 
構成⽐ 
（%） 

設置 
⾃治体数 

構成⽐ 
（%） 

条例・要綱の設置⾃治体 133 18.4% 19 2.6% 114 15.8% 
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III. 提案・提⾔への対応 
1. 提案・提⾔への対応 
 前で取り上げた「提案・提⾔する」の活動を選択した 622 事業について、その⼦ども・若者からの提
案・提⾔はどのように対応されるかについて尋ねた結果、「基本的に回答しない」が 7.8％（49 事業）、
「提案ごとに返答を⾏う」が 70.6％（448 事業）、「できる限り提案を実現する」が 21.5％（136 事
業）、「すべての提案を実現する」が 0.2％（1 事業）であった。 

 
図Ⅲ-１ 提案・提⾔への対応 

 
2. 予算の有無 
 提案・提⾔を実現するための独⾃の事業予算を確保しているかを尋ねた項⽬では、47 の⾃治体が有と
回答している。この数は、「提案・提⾔する」活動を実施している⾃治体の 7.4％で、⼦ども議会・若者議
会を実施している全⾃治体のなかの 6.5％である。 
 加えて、⼦ども・若者の提案・提⾔を通じて、実際に実現した内容があるかを尋ねた結果、162 ⾃治体
（「提案・提⾔する」活動を⾏なっている⾃治体の 25.6％）が有と回答した。⾔うまでもなく、独⾃の事
業予算を確保している⾃治体のほぼすべてで、⼦ども・若者の提案が実現している。なお、現在も継続し
て⼦ども議会・若者議会に取り組んでいる⾃治体のなかでは、122 ⾃治体である。 
 

表Ⅲ-１ 提案・提⾔の予算確保と事業の実現の有無 
 全体 現在取り組んでいる⾃治体 

⾃治体数 構成⽐（%） ⾃治体数 構成⽐（%） 
提案・提⾔の 

予算を確保している⾃治体 
47 7.4% 34 9.3% 

提案・提⾔を実現した⾃治体 162 25.6% 122 33.4% 
注）全体 N=639（提案・提⾔の活動を実施している⾃治体の数） 

注）現在取り組んでいる⾃治体 N=365 （現在も取り組んでいる⾃治体で、提案・提⾔活動を実施している数） 
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表Ⅲ-２ 提案・提⾔を受けて実現した事業（⼀部抜粋） 

⾃治体名 予算 実現した内容 

M 市 有（⾦額不明） 市の PR を⾏うためのチラシ作り（⼦どもが作成し、観光案内場に設置） 

A 市 不明 町内の観光案内版を外国籍に表記した。町内の教育施設の充実をした。 

B 市 70 万円 ⼟⼿の春の桜、秋の銀杏のライトアップ 中学⽣の交流 

M 市 360 万円 市内の公園や憩いの場の個所数や現在の状況の調査 

T 村 20 万円 慰霊碑への案内板設置 

S 市 1,000 万円 図書館リノベーション事業、教育ブランディング事業 

H 市 無 
「スマートフォン・携帯電話等の関する決議」の決議⽂のポスターを市
内⼩中学校に送付し、いじめの未然防⽌、早期発⾒・早期対応の推進を
依頼した。 

K 市 無 

・市⽴中学校で、「アンケート」（悩み相談、いじめの早期発⾒など）を
毎⽉ 1 回、実施するようになった。 
・来校されるカウンセラーや教育サポーターの先⽣に名札をつけても
らうようになった。 

Y 町 45 万円 通学路への街灯設置、防雪柵の設置 

N 町 有（⾦額不明） 駅の美化活動の実施、アスリートからのスポーツ教室の実施 

T 町 無 机のサイズの拡⼤、⾼校 3 年⽣までの医療費の無償化 

K 市 無 
エアコン設置及びトイレのリフォーム、中学⽣海外派遣事業対象者数
の拡⼤ 
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調査分析 
I. 本調査から明らかになったこと 

• 約 6 割の⾃治体が、⼦ども議会（会議）・若者議会（会議）に「取り組んでいる」もしくは
「過去に取り組んでいた」ことがわかった。また、図Ⅰ-３から明らかなように、2015 年以降
に事業を開始している⾃治体が多くなっている。 

• 募集⽅法に関して、約６割の⾃治体が「学校からの推薦」の⽅式を採⽤しており、学校の⽣徒
会役員等を中⼼に参加者が集められている傾向が多い。 

• 半数以上の⾃治体が、⼦ども議会・若者議会の実施回数を「１回のみ」と挙げており、いわゆ
る実際の議場を⽤いて開催されるセレモニー型での開催が多いことが明らかになった。 

• 議会事務局が⼦ども議会・若者議会の担当を担っていることが多いが、近年になって担当部署
が多様化する傾向が⾒え、最近ではまちづくり系や市⺠協働系の部署が担当を担う⾃治体もあ
る。 

• ⼦ども議会・若者議会を条例設置しているのは 19 ⾃治体（2.6%）のみであった。 
• ⼦ども・若者が事業内で取り組む「学ぶ」の活動のなかで、⾃治体職員や議員、⾸⻑の話を聞

くことに取り組む⾃治体は多い傾向にあったが、フィールドワークや地域住⺠へのヒアリング
など、実際にまちに⾶び出す活動は少ない傾向にあった。 

• ⼦ども議会・若者議会に取り組んでいる⾃治体の約９割が「提案・提⾔する」活動を⾏ってお
り、その提案・提⾔に対して返答を⾏なっている⾃治体は約７割、できる限り提案を実現しよ
うとしている⾃治体は約２割であった。また、「基本的に回答しない」と答えた⾃治体も約１
割存在していた。 

• ⼦ども議会・若者議会の提案・提⾔の実現のために独⾃予算を確保している⾃治体は、47 ⾃治
体（「提案・提⾔する」活動に取り組む⾃治体の 7.4%）であった。そのうちの約７割は、現在
も⼦ども議会・若者議会に取り組んでいる⾃治体である。 

• 提案・提⾔を受けて、実際に⾃治体の政策に盛り込む、もしくは実現に結びつけているのは、
25.6%（162 ⾃治体）だった。 

 
II. 調査分析 

m 2015 年以降の⼦ども議会・若者議会に取り組む⾃治体の増加 
- 図Ⅰ-３を⾒ると、2015 年以降に⼦ども議会・若者議会を開始している⾃治体数が急激に

増加していることがわかる。2015 年は、選挙権年齢が 18 歳以上に引き下げられる改正公
職選挙法が公布（2016 年 6 ⽉に施⾏）された年であり、若者の政治参加意識の醸成をね
らいの事業として⼦ども議会・若者議会に取り組む⾃治体が増加したことが考察できる。 

- 2015 年 10 ⽉には、⽂部科学省初等中等教育局⻑から「⾼等学校等における政治的教養の
教育と⾼等学校等の⽣徒による政治的活動等について」の通知が出されており、教育委員
会が担当となっている事業は⼀定の影響を受けている可能性がある。 

- 合わせて 2015 年以降は、まちづくり系、政策・企画系の部署が担当となった事業が増加
しており、2015 年 9 ⽉に公布された「まち・ひと・しごと創⽣法」（2016 年 4 ⽉に施
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⾏）の影響を受け、⼈⼝減少対策の⼀環として早期からのまちづくり参加の機会として⼦
ども議会・若者議会に取り組む傾向も⾒られている。 

 
m ⼦ども議会・若者議会が取り組む活動の変化 

- 上述したように、実際の議場で、１回のみ開催するセレモニー型の⼦ども議会・若者議会
が約半数を占めることが明らかになった。こうした事業では、⼦ども・若者たちが事前に
⽤意してきたまちへの提案・提⾔に関わる⽂書を実際の議場で読むことが活動の主を占め
る傾向にあり、議会体験のねらいが強い。 

- その⼀⽅、⼦ども議会・若者議会の提案・提⾔を実現するための独⾃予算を確保している
⾃治体の約７割は、現在も⼦ども議会・若者議会に取り組んでいる⾃治体であり、そのほ
とんどは、2015 年以降に事業を始めた⾃治体である。また、まちづくり系、市⺠協働
系、政策・企画系、広報・広聴系といった多様な部署が担当する傾向にある。 

- それに伴い活動の内容も、提案・提⾔するだけでなく、実際に活動をする⽅向にシフトし
ており、⼦ども・若者の声をまちづくりに⽣かす実践として取り組まれる傾向が⾒えた。 

 
m 取り組みを継続していない⾃治体の事業廃⽌の理由 

- 本調査では、「過去に取り組んでいた」⾃治体が事業廃⽌をした理由についての調査は⾏
なっていないため、詳しい理由は継続調査が必要であるが、得られた回答から、市区町村
の周年事業として事業実施をしている⾃治体が多いことが明らかになった。 

- 市区町村の周年事業として実施する場合、単⼀年度のみの開催となるため「過去に取り組
んでいた」の割合が⾼くなっている。 
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